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開発経済に関する一つのフレームワーク
－「新構造経済学」の視点より－
A Framework on Developing Economy：From the Viewpoint of "New Structural Economics"
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要旨　開発経済を考える第三の波とする新構造経済学は、中国における有力な開発経済学
者、林毅夫（リン・イーフー）によって提起された理論的フレームワークである。新構造
経済学は旧構造経済学と大きく異なる。国家の目標と様式、構造的硬直性、先進国と発展
途上国に対する見方、経済運営に関する理論的根拠について、それぞれ異なる見解を持つ。
新構造経済学は、主に 3 つの内容によって構成されている。（1）進化しつつある賦存構造
によって決められている一国の比較優位を理解するためのフレームワーク。（2）あらゆる
発展段階においても最適な資源を配分するための市場への依存。（3）産業アップグレード
を促進するための政府の積極的な役割。
　新構造経済学における主な観点は次の通り：最適な産業構造は比較優位に内在するもの
であり、比較優位は経済の賦存構造によって決定されるものであり、一国の産業構造はそ
の国の経済の賦存構造によって決定される。よって、企業の拡大、市場の規模、リスクの
性質が変化すると共に、インフラの要件が変わり、アップグレードを余儀なくされる。
はじめに
　第 2次世界大戦後、開発経済は経済学における 1つの専門分野となった。開発経済を考
える研究者達は、経済構造の変化なしに持続的な経済成長の実現は不可能である（Kuznets 
1966）と主張し、構造変化の重要性を訴えた。彼らは、構造の違いを市場の失敗の結果と
見なし、輸入代替または現代的な産業発展から構造変化を促すよう、政府の介入を呼びか
け、このような政策勧告にしたがったほとんどの発展途上国では、期待がはずれ、先進国
との格差が広がった。これは開発経済を考える第一の波でもある。その後、開発経済学を
考える第二の波として、多国間機関と開発援助機関（Development Agencies）は、合理的
期待理論（Rational Expectation Theory）のもとで、価格の適応性、安定した市場環境、市
場の機能改善制度、人的資本、技術進歩などを考えるようになった。彼らの政策提言の多
くは、経済的安定と構造調整プログラムを目指すものであった。しかし、1960年代の日本、
1970年代のアジアン四小龍（香港、韓国、シンガポール及び台湾）、1980年代からの中国、
インド、ブラジルなど、20世紀後半から成功した発展途上国では、第一の波と第二の波
における経済思想の通りに政策をとったわけではなかった。そして、第三の思考の波とし
て生まれたのが、林毅夫が提起した新構造経済学である。新構造経済学は、世界各国の成
長プロセスの分析に基づき、技術革新と産業構造変化を特徴とする新たな学問である。本
稿は、中国における国家社会科学基金プロジェクト「中華学術外訳」の研究の一環として、
新構造経済学の枠組の解明を目指すものである。第 1節においては新構造経済学に関する
概観を行い、第 2節では旧構造経済学との比較を行い、続く第 3節では新構造経済学から
の政策提言につき考察する。最後の第 4節においては、新構造経済学を巡る論争を整理し
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てみたい。
1　新構造経済学
　新構造経済学は、林毅夫が近代以降及び世界全体の成長プロセスの分析に基づき、主な
特徴である継続的な技術革新と構造変化に着目し、作り上げた理論的枠組みである。林毅
夫は、新構造経済学を「最も成功した途上国における経済パフォーマンスを説明するのに
役立つ経済学である」と位置づけた上で、主に 3本柱から成り立っていると主張した。す
なわち、（1）進化しつつある賦存構造よって決められている一国の比較優位への理解、（2）
あらゆる発展段階における最適な資源配分メカニズムとしての市場への依存、（3）産業アッ
プグレードの促進における政府の役割への認識である。
1.1　要素賦存構造に対する新たな解釈
　一国の経済を分析にあたって、新構造経済学は古典派経済学と同じく要素賦存構造の特
徴の分析を原点とする。
　新構造経済学によれば、土地（あるいは天然資源）、労働、及び資本（物的資本と人的
資本）のみによって一国の要素賦存構造が構成されたという古典派経済学者の認識は偏っ
たものである。新構造経済学では、資本と労働の比率の動向に焦点を当て、またインフラ
を賦存のもう 1つの要素とする。土地や天然資源に焦点を当てない理由は、天然資源の量
は既定されているものの、それの開発には偶然性があるからである。ここでのインフラに
は 2つの意味がある。1つはハード的なインフラという意味であり、もう 1つはソフト的
なインフラという意味である。例えば、高速道路、港湾施設、空港、電気通信システム、
電力網などはハード的なインフラであり、制度、規制、社会資本、価値体系、社会的・経
済的仕組みはソフト的なインフラである。
　一国の産業構造はその国の賦存構造によって決定される。発展途上国と先進国はそれぞ
れ異なる賦存構造を持つため、産業構造も異なる。発展途上国の場合、経済発展の初期段
階における要素賦存は、乏しい資本、豊かな労働力と天然資源、未発達なインフラによっ
て構成されている。そのため、発展途上国の生産活動は主に労働集約型産業または資源集
約型産業（主に自給自足農業、畜産、漁業、鉱業部門）に集中し、伝統的な熟練技術によっ
て生産が行われる。企業の規模が小さいだけでなく、身近な人々間の取引に限られている
ため、しばしば非公式な市場で取引が行われる。このような非公式な市場に対応するイン
フラは簡単で基本的なものである。
　高所得国における賦存構造は全く異なる。高所得国では、労働力と天然資源でなく、豊
かな資本が要素賦存の特徴であり、規模の経済と共に資本集約的な産業が比較優位を持つ。
高所得国における電力、通信、道路、港湾施設などのハード的なインフラ、また規制、法
的枠組、文化的価値体系などのソフト的なインフラは、国際市場に適応するものでなけれ
ばならない。商取引は国内市場から国際市場まで及び、長距離と大規模に行われているた
め、大きな経済的価値をもたらす。
1.2　アップグレードへのプロセス
　あらゆる時点における一国の産業構造は、その時点の労働力、資本、及び天然資源など、
相対的な豊富度によって決められる。そのため、資本蓄積や人口の増加は、経済の要素賦
存の変化をもたらすと同時に、前の段階における産業構造が最適産業構造から逸脱するこ
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とになる。したがって、企業にとって、新たな産業構造に適応し、経済の競争力を高める
ためには、要素賦存によって決定される比較優位産業への参入と技術の導入が必要となる。
そして、競争力のある企業は、さらに大きな国内及び国際的な市場シェアを獲得し、経済
余剰の最大化を実現する。アップグレードへのプロセスには次のような特徴がある。
　第一に、発展途上国の後進性である。発展途上国の場合、アップグレード・プロセスの
後進性を持っている。資本集約度の違いによってどのような産業構造が良いかが決められ
る。発展途上国には、経済発展をスタートしようとする時、あらゆる資本集約度の産業を
選択できる利点がある。しかし、高い資本集約度の産業を選ぶためには、労働力を減らす
ことでなく、資本ストックを急速に増加させる必要がある。資本集約度が高い産業を選ぶ
ことにより、生産の規模は大きくなり、またそれに対応するための電力、交通、金融機関、
市場、規制などハード的なインフラとソフト的なインフラが必要となる。
　第二に、産業アップグレードによって高くなる企業リスクである。発展途上国の企業の
場合、産業アップグレードすることにより、企業が直面するリスクのレベルはますます高
くなる。つまり、企業が世界のテクノロジー・フロンティアに近づければ近づくほど、先
進国から成熟した技術を導入することが不可能となり、さまざまなリスクに直面しなけれ
ばならなくなる。林毅夫は、企業が直面するリスクは主に技術革新、製品イノベーション、
及び経営能力であるとした上で、「すべてが企業の全体的リスクのレベルに寄与するが、
その相対的重要性は産業の違いまたは産業レベルの違いによって大きく異なる」と主張す
る。すなわち、成熟した市場に置かれている企業にとって、リスクは技術と製品からのも
のでなく、主に経営者の経営能力から生じるものである。高いレベルの開発を行う場合、
企業はしばしば新たな技術を開発し、市場向けに新製品を生産するため、経営能力のほか
に、企業にとって新たな技術の開発にもリスクがある。また、新しい製品の適応性は市場
によって決められているため、市場の成熟度からのリスクも考えなければならない。
　第三に、資本の蓄積による新たな産業構造の創出である。資本（物的資本と人的資本）
の蓄積と共に、あらゆる企業が新たな産業へ参入し、また新しい技術を導入することによ
り、賦存構造が変化し、アップグレードした新たな産業構造が出来上がる。しかし、企業
が自発的に要素賦存と合致する産業に参入し、また新たな技術を導入するためには、競争
的な市場経済が必要となる。その理由は、競争的な市場経済においてのみ価格体系は要素
の相対的希少性を反映することができるからである。産業構造のアップグレードを加速す
るために、先進国では新しい技術の開発という選択肢しかないが、発展途上国ではそれぞ
れの発展段階の賦存構造に相応する技術を獲得することができる。
　企業の拡大、市場の規模、リスクの性質が変化することによって、ハード的なインフラ
とソフト的なインフラの要件も代わり、さらなるアップグレードが必要となる。
1.3　比較優位とアップグレードにおける政府の役割
　一国における最適な産業構造は比較優位に内在するものであり、比較優位は経済の賦存
構造によって決定されるものである。一国の経済は、産業発展の過程において比較優位に
合致するものであれば、その国における産業は、国内外で最大の市場シェアを獲得するこ
とが可能であり、最も競争力をもつ。そして、最大の余剰を生み出し、設備投資も大きく
なり、最大の利益をもたらす。それが、また世帯の貯蓄性向の向上につながり、賦存構造
の変更を余儀なくされる。
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　発展途上国の場合、産業発展が比較優位に基づいて進んでいるものであれば、アップグ
レードの過程において、後進性の優位から利益を得ることができると同時に、先進国より
速い成長を実現することもできる。発展途上国における企業は、先進国の企業との格差を
縮小することができる。では、いかにすれば比較優位に一致する経済成長が実現できるの
か。それは企業の行動と大きな関りがある。
　林毅夫の分析（林、2012、2014）によれば、企業が新たに産業と技術を選択する基準は、
資本、労働、天然資源の相対価格である。技術と産業を選択する際、企業が経済の比較優
位に従う条件は、賦存構造においてこれらの生産要素の相対的な希少性を表す相対価格シ
ステムの存在である。他の条件が同じである場合、利潤は要素投入の相対価格の関数であ
る。これは、ほとんどの企業が利潤の最大化を目標とする理由でもある。相対価格システ
ムは、競争的な市場システムにのみ存在するものである。発展途上国では、以上のような
条件を満たすことができないため、さまざまな市場制度の改善を目指す政府の行動が必要
である。政府の行動により、各製品市場や各要素市場での効果的な自由競争を創出すると
同時に、それを保護することができる。
　産業のアップグレードの過程において、企業は生産技術と製品市場に関する情報を得る
必要がある。情報を自由に得ることができない場合、企業は、情報収集及び分析のために、
自ら資源の投資を行わなければならない。ゆえに、林毅夫は、途上国の民営企業にとって、
産業のアップグレードとは高い収益と高いリスクが伴うプロセスであると指摘した。しか
し、最初に新規産業に参入する先駆的企業は、間違った産業をターゲットすることにより
失敗する可能性があれば、国の賦存構造に一致する産業を選ぶことにより成功する可能性
もある。先駆的企業が失敗した場合、他の企業は先駆的企業の失敗経験から有用な知識を
得ることができる。しかし、先駆的企業は失敗のコストを払わなければならない。一方、
成功した場合、次のようなことが起きる。
（1）後の新規参入者は成功者の経験より無料かつ貴重な情報を得る。
（2）先駆的企業は、後の新規参入者からの競争を受けなければならないため、独占的な利
益を獲得することができない。
（3）これらの先駆的企業では、従業員を新規事業と新しい技術に適応させるため、しばし
ば従業員育成に力を注ぐ。しかし、育成された従業員は、後に競合他社に雇われる可能性
がある。
　また、林毅夫は、失敗と成功の比較を通じて次のような結論を出した。
（1）先駆的企業の投資によって提供される社会的価値は先行企業が得る私的価値よりはる
かに大きい。
（2）先駆的企業が成功から得る収益と失敗した後のコスト負担は非対称的である。
（3）一国における産業アップグレードを成功させるためには、新しい金融と法律、インフ
ラの改善が必要である。
（4）インフラの改善には調整が必要であるが、この調整は個々の企業の決定によって実現
するものではない。
　林毅夫は、経済発展には 2つの特徴があると指摘した。1つ目の特徴は調整を必要とす
る動的プロセスであり、2つ目の特徴は外部性を持つ動的なプロセスである。経済発展に
おける市場は効果的な資源配分のための必要かつ基本的なメカニズムである。それに対し、
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政府は 5つの役割を果たさなければならない。
（1）新しい産業に関する情報の提供。
（2）同一産業における異なる企業間の関連投資に対する調整。
（3）先駆的企業の情報の外部性に対する補償。
（4）海外からの直接投資に対するインキュベーションや奨励を通じる新たな産業の育成。
（5）ハード的なインフラとソフト的なインフラ双方の改善。
　以上のような政府の役割は、過去の歪みがもたらした影響から林毅夫が出した結論であ
る。過去の歪みとは、政府の政策立案者が経済への不当介入によって生じたものである。
多くの発展途上国の政策立案者は、旧構造経済学の教えの通りに、政府の能力を過大評価
し、市場の失敗を修正しようとした。林毅夫によれば、ワシントン・コンセンサスにおい
て提唱された政策は、先進国と途上国との構造の相違を考慮に入れなかった。また、発展
途上国は様々な歪みを是正するための次善の策を無視した。
　このように、新構造経済学は、多くの人によって観察された持続的な成長、その事実の
背後にはどのような因果関係があるかを理解するための有力なフレームワークの 1つであ
る。以上からわかるように、新構造経済学における研究の目的は次のようなものである：
発展途上国における賦存要素とインフラ整備、発展のレベル、及びそれに対応する産業、
社会、経済構造を分析するためのフレームワークを作る。次に、異なる発展段階において、
政府と市場がどのような役割を果たし、次の段階に移行する時にどのようなメカニズムで
動いているかを明らかにする。最後に、経済に歪みが生じる要因を分析すると同時に、そ
の歪みを修正するための政府のあり方を分析する。
2　旧構造経済学 1 との比較
　過去数十年間、旧構造経済学のフレームワークは人々の開発に対する思考を支配してき
た。しかし、それが各国の経験的事実とつながりが薄いものであった。では、旧構造経済
学と新構造経済学はどのように異なるか。本章では、W・W・ロストウ（Walt Whitman 
Rostow）の経済発展段階説をあげ、新構造経済学を従来の学問と比較し、またどのよう
な政策的提言があるかを見る。
　旧構造経済学者の多くは、W・W・ロストウ（Walt Whitman Rostow）の経済発展段階説
に従い、構造変更について考えた。W・W・ロストウは、経済発展を成長水準から分類す
る場合、次のような五つの発展段階の国があると指摘した。
　第一に、伝統的社会。伝統的社会は、生産品が取引されず、物々交換を特徴とする自給
自足経済であり、また農業の規模が大きいため、労働集約的な農業が主な産業である。
　第二に、成長の条件が備えた社会。これは、農業への投資、鉱業の発展、貯蓄の増加な
どが実現した社会である。
　第三に、離陸モード社会。離陸モード社会は、より多い投資、より高いレベルの産業化、
より高い貯蓄率、社会全体における農業従事者の割合の低下を特徴とする社会である。
　第四に、成熟に向かう社会。成熟に向かう社会は、富の創造とより、付加価値がある産
業への再投資が可能になり、持続的な成長、産業の多様化、洗練された技術の使用が実現
1 林毅夫は Prebisch, R.  Furtado, C.  Taylor, L.  Justman, M. a B. Gurion. などの研究者による理論を旧構造経済学と
している。
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した社会である。
　第五に、大量消費社会。大量消費社会は、生産性が高く、社会全体におけるサービス産
業が圧倒的なシェアを占めている社会である。
　また、W・W・ロストウは、あらゆる国が一つの段階から次の段階への進む道は類似し
ていると断言した。
　以上のようなロストウの観点に対し、林毅夫は機械的な順番づけではないと反論した。
経済の発展は低いレベルから高いレベルへの持続的な発展であるが、あらゆる国における
発展が類似するものではない。特に、グロバール時代と言われている現在、賦存構造が類
似している 2つの国における産業の発展でもそれぞれ異なる方法で進んで行く可能性があ
る。
　新構造経済学は旧構造経済学と一致する観点があれば、異なる観点もある。新構造経済
学は旧構造経済学と同じく、発展途上国の間に存在する経済構造の差異に基づき、経済発
展における国家の積極的な役割・効果を認める。しかし、次のような 3つの違いがある。
2.1 異なる国家介入の目標と様式
　国家介入の目標と様式に関して、旧構造経済学では「経済の比較優位に反する開発政策
を提唱し、発展途上国の政府に対して、直接的な行政措置や価格歪曲（price distortions）
を通じて資本集約型産業を優先させること」を提言しているのに対し、新構造経済学では
「資源配分における市場の中心的な役割を強調し、政府が外部性の問題や調整の問題に取
り組みこと、企業の産業的なアップグレードの支援に役割を果たす」よう助言する。
2.2. 構造的硬直性（structural rigidities）に対する異なる見解
　構造的硬直性について、林毅夫は「構造的硬直性とは、独占の存在、価格シグナルに対
する労働力のひねくれた反応、また（或は）要因の不動性（immobility of factors）による
もの」であると説明した。発展途上国における市場の失敗は、構造的硬直性によって外生
的に決められるものでなく、賦存構造によって内生的に決められるものであり、発展途上
国では、資本が不足しているだけでなく、ソフト的なインフラやハード的なインフラが両
方ともレベルが低いため、企業にとって既存の産業構造から先進的な資本集約型産業構造
への再配置は難しくなる。
2.3 先進国と発展途上国に対する異なる見方
　旧構造経済学では、あらゆる国を低所得国家（或は周辺国家）と高所得国家（或はコア
国）に分類し、その国の産業構造の違いを見るうえ、先進国であるか発展途上国であるか
を判断する。
　一方、新構造経済学では、スペクトル全体におかれているという産業構造の多様性を強
調する。発展途上国が先進国より早い成長を達成するためには、比較優位産業を作り出す
と同時に、後進性を生かすことである。
2.4 経済運営に関する異なる理論的根拠
　発展途上国から先進工業国へ移行するために使われる主な政策手段について、旧構造経
済学と新構造経済学が用いる理論的根拠は異なる。旧構造経済学の場合、一般化された保
護主義政策（例えば輸入関税など）、厳格な為替政策、金融抑圧、多くの産業分野におけ
る国有企業の設立などが挙げられる。
　新構造経済学では、輸入代替戦略を産業の階梯を登り上がるための 1つの現象として捉
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え、伝統的な輸入代替戦略を切り捨て、要素賦存構造の変化に対応する輸入代替戦略を提
唱した。ここで、伝統的な輸入代替戦略とは、低所得国、または労働集約型（或は資源集
約的）産業を特徴とする低所得国が、先進的な資本集約型産業を発展させようとする戦略
のことである。前述したように新構造経済学では、一国のアップグレードのプロセスは、
その国の比較優位の変化に一致するプロセスである。つまり、一国の物的資本と人的資本
の蓄積、または賦存構造の変化を反映するものでなければならない。
3　新構造経済学からの政策提言
　上述したように、新構造経済学では産業の多様化と産業のアップグレードにおける政府
の役割を 5つに限定した。（1）新しい産業に関する情報の提供。（2）同一産業における異
なる企業間の関連投資に対する調整。（3）先駆的企業の情報の外部性に対する補償。（4）
海外からの直接投資に対するインキュベーションや奨励を通じる新たな産業の育成。（5）
ハード的なインフラとソフト的なインフラとの改善。そして、新古典経済学や旧構造経済
学との比較を通じて財政政策、金利政策、金融の発展、外国の資本、人間開発などについ
て詳しい検討を行う。
3.1 財政政策
　財政政策に関する新構造経済学の観点は、新古典経済学の観点を貫くものであると言え
る。1920年代世界大恐慌が起きるまで、政府の適切な財政政策をバランスの取れた予算
の維持として捉えていた。経済危機によりケインズの反循環思想が生まれ、彼は政府の役
割として税制や歳出政策を用いて景気循環を相殺すべきだと示唆した。その後、ケインズ
の理論が新古典経済学によって反論される。新古典派のパラダイムでは、乗数がマイナス
になるまれな事例を示し、この状況で政府の緊縮財政政策が積極的な政策に転換すべきだ
と指摘した。新構造経済学もこのような立場に立ち、開発途上国の成長にとって物的イン
フラは有効な制約であることを次のように説明した。
　「経済発展を促進するために、政府は必要なインフラを提供することにより、重要な役
割を果たす必要がある。このような状況において、景気後退は通常インフラへの投資を行
うための良い時期である。理由は主に 3つある。第一に、このような投資は、短期的な需
要を高めると共に、長期的な成長を促す。第二に、投資コストは通常時よりも低い。第三
に、将来の成長率と財政収入の増加がこれらの投資コストを補うことができるため、リカー
ドの等価定理トラップを下げることができる」2。
　また、林毅夫は次のような観点をもって、発展途上国において新構造経済学を貫くこと
を進めている。すなわち、発展途上国が新構造経済学のアプローチに従う場合、強い成長
の可能性、良好な貿易のパフォーマンス、政府から助成金を受ける不採算企業の減少、競
争力のある経済などが実現すると共に、財政状況や対外収支が堅実にかつ順調に推移する。
しかし、インフラのレベルが低い場合、貧困国の企業が先進国の企業と競争することが難
しくなるため、財政支出の大部分を本国の経済発展や構造変革に回さなければならない。
したがって、新しい産業の創出を促し、産業の多様化、就職率の向上、産業の継続的なアッ
プグレードなどを実現することになる。
2 林（2014）、24頁の内容を翻訳。
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3.2 金利政策
　新構造経済学では、2つの観点から開発途上国における金利政策が将来の生産性上昇に
寄与する可能性を想定している。1つは、反循環的ツールにする観点であり、もう 1つは、
景気後退期においてインフラ投資と産業のアップグレード投資を促進するために、使うべ
き政策とする観点である。これは、発展途上国が先進国との大きく異なる点でもある。
　景気後退や過剰設備の状況に置かれている場合、先進国における投資と消費を刺激する
ための金利政策はほとんど無効である。限られた収益機会、悲観的期待、高い失業率、未
来に対する低い信頼感により、名目金利がゼロになるおそれがある。したがって、先進国
は、景気後退や過剰な設備投資の状況を刺激するための金利政策をとるが、それが無効で
ある。一方、発展途上国では流動性の罠に遭遇する可能性が低く、既存の産業が過剰な設
備を持っていたとしても、産業のアップグレードや多様化への機会が大きい。発展途上国
がこうした流動性の罠に遭遇しにくいことは留意すべき点である。
3.3　金融の発展
　周知のように、持続的な経済成長のために、金融発展は不可欠である。発展途上国が直
面している制約の 1つは資本蓄積の不足である。旧構造経済学の観点からすると、未開発
国における金融部門の問題は、市場の力だけで克服することができない、幅広い市場失敗
によるものである。旧構造経済学の学者達は政府に対し、先進的な集約型産業の発展を促
すために、資本蓄積のプロセスアプローチの採用、貯蓄の動員、信用配分などについて政
策提言をした。しかし、特にサハラ以南のアフリカの一部の国々においては、このような
提言が金融抑圧につながった。一方、新古典派経済学者は金融の自由化を提唱した。彼ら
は官僚達には信用配分と価格設定に介入するインセンティブや専門知識がないと示唆し、
政府に対して銀行の所有権の放棄、信用の配分と金利の決定に関する制限の解除を提言し
た。
　新構造経済学では、金融抑圧は生存不可能な企業を優先的に守るために人為的に作られ
たものであると示した上で、次のような 3つの対策の重要性を訴えた。すなわち、それは、
（1）産業のアップグレードをする際、安定的な成長と急速的な成長を同時に達成すること、
（2）安定的な成長と急速的な成長を同時に達成するために、国内金融および対外貿易を自
由化にすること、（3）国際金融と対外貿易の優先順位を付けること、である。
　新構造経済学では、発展途上国の金融構造づくりにあたって、中小銀行が金融システム
のバックボーンに位置づけられた。多くの低所得国の政府が金融政策を考える際、経済構
造ではなく、大手銀行や株式市場を考え、まれに先進国の金融構造を複製しようとする。
しかし、中小銀行が金融システムのバックボーンになることにより、農業、工業、サービ
ス業における小規模企業は充分な金融サービス受けることができる。それにより、産業の
アップグレードが速く進み、経済がより多くの資本集約型産業に依存するようになり、こ
れらの国の金融構造において大手銀行や洗練された株式市場に結果として、大きな影響を
与える効果がある。
3.4　外国の資本
　外国資本について、新構造経済学の展開には旧構造経済学に対する批判の内容と新古典
経済学に対する評価の内容が含まれている。
　旧構造経済学は事実上あらゆる形の国際的資金フローへの厳しい制限を提唱した。また、
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外国資本を支配権（先進国や多国籍企業が開発途上国に対する支配権）を維持するための
手段と見なし、国と国の間の自由な資本移動が資源の効率的な配分をもたらす考えを否定
した。
　林毅夫は、新古典派経済学における国際資本フローは 4つの役割があると指摘した。（1）
限られた貯蓄を持つ国々が国内の生産投資のために資金調達することが可能である、（2）
投資者がポートフォリオを多様化にすることが可能である、（3）より広範に投資リスクを
分散させる、（4）異時点間取引を促進する。
　新構造経済学では、以上のような観点を受け継ぎ、外国からの直接投資は途上国に有利
であると考える。その理由を次の 3つにまとめることができる。第一に、債務とポートフォ
リオの場合、急激な資本逆転により、深刻な金融危機に至る可能性がある。しかし、外国
からの直接投資は、恐慌期においても突然の逆流が起こりにくい。第二に、特に途上国に
おける国内企業にとって、外国から直接投資は外国から新しい技術、良好なマネジメント、
国際市場へのアクセスの可能性、国際社会でのネットワーク作りなどのチャンスをもたら
す。第三に、ルーカスによって挙げられたパズル 33の解明に新たな光を当てる。
3.5　人間開発
　旧構造経済学では、経済成長と人間開発の役割についてあまり言及されていない。新古
典経済学者達は、19世紀から 20世紀にかけて多くの国おける経済成長の主な原因は科学
技術の進歩であると主張した。つまり、技術進歩が労働生産性と生産要素の生産性を高め
たという意味である。後に、理論経済学において、「新たな技術と人的資本の投資は相乗
効果がある」ことが証明された。
　新構造経済学の視点からすれば、人的資本は一国の賦存構造を構成する一つの要素であ
る。ある経済主体が産業アップグレードと技術の革新により、経済成長を図ろうとする場
合、そのプロセスには、必ずリスクや不確実性が伴う。企業を単位とする場合、その企業
がどのような産業に含まれているかを考えなければならない。また、その産業がより高い
資本集約度を持つ産業にアップグレードをする際、企業が負うリスクは必ず高くなる。
（Schultz 1961）によれば、人的資本投資はリスクと不確実性への労働者の対応能力を高め
る効果がある。ダイナミックな成長を遂げている経済国において、新たな産業や技術に対
応する技能が必要であるため、先立って人的資本投資を計画することが最も重要である。
しかし、人的資本への投資は、物的資本の蓄積量と産業アップグレードの程度に相応しい
ものでなければならない。新構造経済学では、開発戦略を練るための重要な一環として、
6つの人的資本投資に関する政策を考えた。（1）産業アップグレードを促進するための人
的資本投資政策、（2）資源を十分に生かす経済のための人的資本投資政策、（3）質と量と
いう二つの次元から考える人的資本投資政策、（4）一人一人の労働者のライフサイクルを
考える人的資本投資政策、（5）発展段階の変化に対応できる代替政策、（6）労働市場に置
ける技能需要への予測と対応の内容が含まれる人的投資政策。
3 ルーカス（Lucas） は“Why Doesn’t Capital Flow from Rich to Poor Countries?”　（1990）において、なぜ資本が
貧しい国から豊かな国へ流れるかという議題を残した。それに対し、林氏は「インフラ整備の改善と比較優位産
業へのアップグレートがなければ、発展途上国における資本の蓄積が収穫逓減に遭遇し、資本収益率の低下が引
き起こされ、その後資本が先進国へ流れる。」と述べた。
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4　新構造経済学を巡る論争
　林毅夫が新構造経済学のフレームワークを提起して以降、多くの学者から疑問を投げか
けられた。この節では、林毅夫のアン・クルーガー氏とジョセフ・スティグリッツ氏、ダ
ニ・ロドリック氏への反論より、新構造経済学の考察を深めよう。
4.1 経済開発の初期段階における産業アップグレードの可能性
　アン・クルーガーは「開発プロセスの後半において、農村部の労働力が大幅に吸収され
た後、産業アップグレードが初めて産業成長に大きく貢献した。それの多くは既存の企業
で行われたものであり、実質賃金の上昇、資本コストの削減、国際市場へ進出して学ぶこ
とにより、対応した結果でもある」4と述べた。彼女は、経済開発の初期段階において、基
本的なイノベーションと産業アップグレードを行う必要性がないと主張した。それに対し
て林毅夫は次のように応じた。
　まず、林毅夫は「労働集約型産業への未熟な農村労働力の移動を一種の構造変化と捉え、
それが自発的に行われものではない」5と主張し、政府の積極的な介入を呼びかけている。
そうでない場合、アフリカ、中南米、及び他の多くの発展途上国のように、多くの農村か
らの出稼ぎ労働者が失業することになる。次に、林毅夫は「成功した新興国は余剰労働力
が枯渇するはるかの前からアップグレードのプロセスを踏んだ可能性がある」6と述べ、ア
ン・クルーガーの「農村部の労働力が大幅に吸収された後、産業アップグレードが初めて
産業成長に大きく貢献した」7観点を否定した。中国はその例の一つである。2009年には、
中国の 39.1％の労働者が農業部門で働いたため、一部の経済学者達は、中国が所謂ルイス
の転換点に達し、剰余労働力が底付きになったと判断した。しかし、中国では、2009年
以降にも産業アップグレートがあっただけでなく、アメリカなどの国々に労働集約型商品
を輸出した。労働力人口の 34％が農業に従事した 1980年代の韓国にも類似した状況が観
察された。
4.2 特定産業の発展を促すための政府介入の可能性
　アン・クルーガーは、新構造経済学における特定産業の発展を促すことを目的とする政
府の介入に反対し、限られた資本の利用に疑問を投げかけた。すなわち、それは、資本が
乏しい場合、なぜ一部の産業に対して優れたインフラ投資を行い、他の産業に対してイン
フラ投資の代わりに管理するかという疑問である。
　それに対し、林毅夫は発展途上国では、主導産業を重視するインフラの改善を行うべき
であると応えた。例えば、モーリシャス、レソト、ブルキナファソ、エチオピア、マリ、
ルワンダなどのアフリカの国々では、織物、衣類、綿花、花の切り花、マンゴー、ゴリラ
観光などが主な産業になっており、それぞれの政府は主導産業を重んじるインフラ投資を
行われなければならない。また、発展途上国には財源が少ないだけでなく、政府による政
策の実施能力が低いため、インフラ投資に対する優先順位を付けなければならない。ここ
で政府の役割は、優先的に改善すべきインフラを決定することと、それを実施する最適な
配置場所を決めることである。中国では、市場経済の移行期の初め頃、最適な配置場所を
4 林（2014）、38頁の内容を翻訳、この内容は林毅夫が 2011年世界復興開発においてのアン・クルーガー氏の
発言を整理したものである。
5 林（2014）、52頁の内容を翻訳。
6 林（2014）、52頁の内容を翻訳。
7 林（2014）、38頁の内容を翻訳。
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深圳などの沿海地域に決定し、これらの地域での急速な成長より、財政収益を増加させた。
後に、政府がその財源を他の地域でのインフラ改善にまわした。
4.3　なぜインフラ投資に優先順位を付けるのか
　新しいセクターや諸事業を特定し、またインフラ投資に優先順位を付けるもう 1つの要
因は、生産要素コストや取引コストを削減するためである。新しい産業が比較優位に合う
場合、生産要素コストと取引コストが低くなる。例えば、一国のインフラとビジネス環境
が良好であって、産業のアップグレードと産業の多様化が自発的に行われる場合、全ての
企業が比較優位産業に参入することができる。したがって、①国内市場や国際市場におい
て最も競争力があるクラスターの形成は不可能となり、②個別企業における期待収益率の
減少、③アップグレードや産業の多様化に対するインセンティブ効果の低下、④及び経済
発展の鈍化、などの問題が起きる。故に、発展途上国の政府は次のようなことをしなけれ
ばならない。
第一に、比較優位に合致した新しい産業の確定と選択を行う。
第二に、限られている資源を持ち、慎重に選ばれた有数の産業に対するインフラ改善をす
る。
第三に、先駆的企業に十分なインセンティブを提供する。第四に、クラスターの迅速かつ
効果的な形成のために、これらの産業における民間企業の投資を対象に調整を行う。
　総じて、林毅夫は、「アン・クルーガー氏の新構造経済学に対する懐疑的な見解は政府
の失敗から由来するものである」8と指摘した。これらの失敗は、産業を開発する際、多く
の国の政府が自国の比較優位性と矛盾する誤った開発を試みた結果である。したがって、
多くの企業は、開放的で競争の激しい市場での生存が難しくなり、政府からの重負荷保護
や巨額の補助に依存することになった。また、政府が独占賃貸料、高関税、割当制限、信
用保証などを用いる直接的な資源配分も行うことにより、巨額の負債と経済における大き
な歪みをもたらした。
4.4 新しい産業の特定は可能であるか
　アン・クルーガーは、「当然大型且つ有名な企業を優先する。そのため、従来の輸入代
替戦略と同様な問題に遭遇する」9と述べ、アップグレードする際、新しい産業の特定を懸
念した。それに対し、林毅夫は次のような 3つの観点より、そのの懸念に応じた。第一に、
優遇措置を受けた産業は、その国の比較優位に反する産業である。第二に、優遇を受けた
産業は資本集約型になりすぎた産業である。第三に、優遇を受けた産業は政治との絡みが
強い産業である。
　すなわち、アン・クルーガーの懸念は旧構造経済学が提起する輸入代替戦略の説明に有
効であるが、新構造経済学が提起する企業の支援ではない。新構造経済学が提起する企業
の支援は、生存不能な企業に対する支援でなく、先駆的企業に存在する外部性を補うこと
である。特定された新しい産業がその国の比較優位に一致する場合、新しい企業は速くそ
の産業に参入するだけでなく、さらに大手企業と競争することもできる。
8 林（2014）、24頁の内容を翻訳。
9 林（2014）、38頁の内容を翻訳。
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4.5　学習型社会からの開発戦略は可能であるか
　ジョゼフ・スティグリッツ 10は、「知識の向上は経済成長の主な源泉である」との観点
より、学習型社会からの開発戦略を進めた。学習型社会からの開発戦略は、吸収と適応に
焦点を当て、最終的に知識を生み出そうとする戦略である。彼は、学習型社会は外部性と
密接に関連するとした。また、彼は、従来のように資源や資本だけを「賦存」として考え
るだけでなく、知識や企業家精神を「賦存」として考える必要性を強調した。そして、彼
は、政策作りにおいてこのような「賦存」の強化と形成に焦点置くべきだとの考えと示し
た。林毅夫の学習型社会からの開発戦略に対する考えは、次のようなものである。
　開発途上国の発展レベルの違いによって、学習の内容と仕組みが異なるため、学習と強
化の面での人的資本は、経済発展の水準に見合ったものでなければならない。開発の初期
段階において、開発途上国は、資本集約型産業またはハイテク産業を作るための必要な資
本（人的資本と物的資本）がない。彼らにとって、学習と開発ためのより効果的なルート
は、後発性の利益（the advantages of backwardness）の利用である。賦存構造が変化するこ
とによって比較優位が変わる。そして、変化する比較優位に応じ、新しい産業へのアップ
グレードと産業の多様化を実現する。その後、人的資本と物的資本の蓄積、産業のアップ
グレードとイノベーションなどにより経済成長を果たし、最終的に資本集約型産業や知識
集約型産業に参入することができる。
4.6 潜在的な比較優位に対する疑い
　ダニ・ロドリック（Dani Rodrik）は、彼の「調整と企業家の問題は市場が企業家に誤っ
たシグナルを発信する状況の下でのみ、存在するものである」11という仮定より、林毅夫の
理論は比較優位を賛成すると同時に、否定もしたと批判した。それに対して、林毅夫は潜
在的比較優位と事実上の比較優位が違うものであると指摘した。林毅夫は潜在的な比較優
位について「ある産業がその国の比較優位と一致する場合、生産要素のコストは比較優位
と一致しない時より低くなる。しかし、その産業が国内外の市場で競争力を持つためには、
取引関連費用もできるだけ最低限に抑える必要がある。なお、個々の企業は、取引関連費
用の多くを削減することができない。これらの費用は、インフラ、物流、融資、労働者の
教育などの提供によって生じるものである。政府はこれらの削減に対して調整や促進の措
置を行わず、また先駆的企業からの外部性を補うことがない場合、これらの産業は単にこ
れらの国おいて潜在的な比較優位性を持つまま生き残る」12と説明した。多くの低所得国は
未熟かつ労働集約型産業に比較優位を持つが、政府が効果的に役割を果たさないため、そ
れらの産業に競争力を持つ国はほとんどない。それは、一国の潜在的な比較優位と実際の
比較優位（経営者マイケル・ポーターの説では、「競争優位」）は異なるからである。潜在
的比較優位は生産要素コストを決めるものであるが、実際の比較優位は取引関連費用の削
10  ルーカス（Lucas） は “Why Doesn’t Capital Flow from Rich to Poor Countries?”　（1990）において、なぜ資本が貧しい
国から豊かな国へ流れるかという議題を残した。それに対し、林氏は「インフラ整備の改善と比較優位産業へのアップ
グレートがなければ、発展途上国における資本の蓄積が収穫逓減に遭遇し、資本収益率の低下が引き起こされ、その後
資本が先進国へ流れる。」と述べた。
11  林（2014）、38 頁の内容を翻訳。
12  林（2014）、42 頁の内容を翻訳、この内容は林毅夫が 2011 年世界復興開発においてのアン・ダニ・ロドリックの発
言を整理したものである。
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減を必要とするものである。
おわりに
　以上、本稿においては、中国の経済政策に大きな影響力を持つ開発経済学者、林毅夫の
新構造経済学の視点につき、既存の経済理論との整理比較を試みた。新構造経済学は、そ
の名の示すとおり、既存の開発経済理論でも主軸とされる動態的な産業構造による経済発
展を、取引コストなどさらに現実的な要素を取り入れ、また新興国中国を念頭に置くこと
により、経済発展の新たな枠組みを提供しようとするものである。中国の実際の経済発展
の現状および今後の展望をいかに理論的に精緻化していけるか、という極めて現実的な要
請を受けたものであると考えられる。上述のように、西洋において中心的になされてきた
既存の開発経済学の枠組みにおいても、動態的かつ現実的な比較優位の獲得およびさらな
る変容を自覚的にとらえた経済発展理論は模索中であり、新構造経済学もまたその一つで
あると考えることもできる。しかし規模において他国とは大きく異なる中国を理論構築の
背景に据える新構造経済学は、さらに明瞭な形で経済発展の構造面を重視した側面を論じ
る点で新規性を有するため、新構造経済学に関する更なる実証および理論的な研究を積み
重ねていきたい。
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